
建築物及びその敷地の緑化に関する条例・施行規則（抜粋） 

 

（１）条例（「環境の保全と創造に関する条例」抜粋） 

 

（都市における建築物及びその敷地の緑化） 

第 118条の２ 都市計画法第７条第１項の規定による市街化区域（以下「市街化区域」とい

う。）内の建築物の所有者又は管理者は、規則で定める建築物及びその敷地の緑化基準に従

い、当該建築物及びその敷地を緑化しなければならない。 

２ 市街化区域内において建築物の新築、改築又は増築（新築、改築又は増築に係る建築面積

又は敷地面積が規則で定める規模のものに限る。以下この条において同じ。）をしようとする

者は、前項の緑化基準に従い、当該建築物及びその敷地（特定工場等又は工場立地法（昭和

34年法律第 24号）第６条第１項に規定する特定工場の用に供する建築物の新築、改築又は

増築をしようとする者にあっては、当該建築物）の緑化に関する計画を作成して、規則で定

めるところにより、これを知事に届け出なければならない。 

３ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る規則で定める事項の変更（規則で定め

る軽微な変更を除く。）をしようとするときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に

届け出なければならない。 

４ 知事は、第２項又は前項の規定による届出を行わずにこれらの規定による届出を要する行

為に着手した者に対して、当該届出を行うことを勧告することができる。 

５ 知事は、第２項又は第３項の規定による届出があった場合において、当該届出に係る緑化

について、第１項の緑化基準への適合が著しく不十分であると認めるときは、当該届出を行

った者に対して、必要な措置を講ずべき旨を勧告することができる。 

６ 知事は、市街化区域内の建築物の所有者又は管理者に対し、当該建築物及びその敷地の緑

化に関して必要な指導又は助言をすることができる。 

 

（２）規則（「環境の保全と創造に関する条例施行規則」抜粋） 

 

（都市における建築物及びその敷地の緑化基準等） 

第 42 条の２ 条例第 118条の２第１項に規定する規則で定める建築物及びその敷地の緑化基準

は、別表第 17のとおりとする。 

２ 条例第 118 条の２第２項の規定による届出は、建築基準法第６条第１項に規定する確認の申

請前に、建築物等緑化計画届（様式第 31号の２）に、位置図、配置図、屋上平面図、建物立面

図、緑化計画図その他知事が必要と認める書類を添付してしなければならない。 

３ 条例第 118 条の２第２項に規定する規則で定める規模は、新築、改築又は増築に係る建築面

積 1,000 平方メートル以上とする。 

 



４ 条例第 118 条の２第３項に規定する届出は、建築物等緑化計画変更届（様式第 31 号の３）

に、変更に係る図面その他知事が必要と認める書類を添付してしなければならない。 

５ 条例第 118 条の２第３項に規定する規則で定める事項は、建築物等緑化計画届に記載された

事項とする。 

６ 条例第 118 条の２第３項に規定する規則で定める軽微な変更は、緑地の面積の増加とする。 

７ 条例第 118 条の２第２項又は第３項の規定による届出をした者は、当該届出に係る緑化計画

に基づく植栽が完了したときは、遅滞なく、建築物等緑化計画完了届（様式第 31 号の４）に、

緑化の完了後の状況を示す配置図又は平面図及び写真その他知事が必要と認める書類を添付し

て、それを知事に提出しなければならない。 

 

別表第 15（第 41条関係） 

１ 公共施設の用に供する土地の緑化基準 

公共施設

の区分 
緑地の面積 樹木の植栽 

道路  １ 幅員が2.5メートル以上3.5メートル未

満の歩道については、街路樹を８メート

ルから12メートルの間隔で植栽するこ

と。 

２ 幅員が3.5メートル以上の歩道につい

ては、植樹帯を設置すること。 

３ 幅員が1.5メートル以上の中央帯につ

いては、植樹帯を設置すること。 

４ 法
のり

面については、樹木又は芝その他の

地被植物を植栽すること。 

５ その他知事が別に定めるところによる

こと。 

公園 １ 都市公園のうち、公園については、敷地

面積の50パーセント以上とすること。 

２ 都市公園のうち、緑地については、敷地

面積の70パーセント以上とすること。 

知事が別に定めるところによること。 

公営住宅 １ 新設の場合は、空地面積の50パーセン

ト以上とすること。 

２ 既設の場合は、空地面積の40パーセン

ト以上とすること。 

次のいずれかの要件に該当する植栽を

行うこと。 

(1) 10平方メートル当たり高木が１本以

上あること。 

(2) 20平方メートル当たり高木が１本以

上及び低木が20本以上あること。 

(3) 低木、竹又は芝その他の地被植物で

表面が被われていること。 

学校 １ 校舎の敷地については、新設の場合に

あっては当該敷地面積の20パーセント

以上、既設の場合にあっては当該敷地面

積の15パーセント以上とすること。 

２ 運動場については、当該敷地面積の５

公営住宅に係る基準によること。 



パーセント以上とすること。 

庁舎 公営住宅に係る基準によること。 公営住宅に係る基準によること。 

病院 公営住宅に係る基準によること。 公営住宅に係る基準によること。 

社会福祉

施設 

学校に係る基準によること。 公営住宅に係る基準によること。 

社会教育

施設 

１ 公営住宅に係る基準によること。 

２ 施設の配置の状況が学校に類するもの

については、学校に係る基準によること

ができること。 

公営住宅に係る基準によること。 

備考 １ 「緑地の面積」とは、植栽基盤の面積（樹木、竹又は芝その他の地被植物の生育に供

される土地で、10 平方メートルを超える区画されたもの又はこれと同等と認められる

ものの面積をいう。以下同じ。）に、高木の樹冠の合計面積（高木１本ごとの次の表の

左欄に掲げる植栽時の樹高に応じた同表の右欄に掲げる樹冠面積の合計（樹冠の水平

投影面が他の樹冠の水平投影面と重複する部分がある場合は、当該部分に相当する面

積を控除した面積）をいう。以下同じ。）を加えたものをいう。ただし、植栽基盤が高

木のみの生育に供される土地である場合は、植栽基盤の面積又は高木の樹冠の合計面

積のいずれか大きい面積とする。 

２ 「新設の場合」とは、条例第 117条の規定の施行の日以降に公共施設が設置される場 

合をいい、「既設の場合」とは、同日前に公共施設が設置されている場合をいう。 

３ 「空地面積」とは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる面積をいう。 

(1) 都市計画区域（都市計画法第５条の規定により指定された都市計画区域をいう。以 

下同じ。）内の公共施設 敷地面積から当該敷地面積に建蔽率（建築基準法第 53 条の 

規定により定められる建蔽率をいう。以下同じ。）を乗じて得た面積を控除した面積 

(2) 都市計画区域外の公共施設 敷地面積に 10分の３を乗じて得た面積 

４ 「高木」とは、植栽時の樹高がおおむね１メートル以上で、成木時の樹高がおおむね 

３メートル以上の樹木をいい、「低木」とは、高木以外の樹木をいう。 

 

２ 公共施設の用に供する建築物の緑化基準 

建築物の区分 緑地の面積 樹木の植栽 

都市計画法第７条第１項の規定によ

る市街化区域内の建築面積が1,000平方

メートル以上の建築物 

屋上の面積の20パーセ

ント以上とすること。 

樹木、竹又は芝その他の地

被植物で表面を被われてい

ること。 

備考 １ 「緑地の面積」とは、植栽面積（建築物の屋上、壁面、ベランダ等のうち、樹木、竹 

又は芝その他の地被植物の生育に供される植栽基盤（可動式のものにあっては、容量 

100リットル以上のものに限る。）である部分の面積をいう。）に緑被面積（建築物の屋 

植栽時の樹高 樹冠面積 

１メートル以上2.5メートル未満 3.8平方メートル 

2.5メートル以上４メートル未満 ８平方メートル 

４メートル以上 13.8平方メートル 



上、壁面、ベランダ等のうち、樹木、竹又は芝その他の地被植物（壁面にあっては、知 

事が別に定めるものに限る。）で表面が被われている部分（植栽基盤である部分を除く。） 

の面積をいう。）を加えたものをいう。 

２ 「屋上」とは、建築物の屋根部分で人の出入り及び利用が可能な部分をいい、「屋上 

の面積」とは、屋上のうち、空気調節機器等の建築物の管理に必要な施設に係る部分の 

面積（太陽電池の設置面積を除く。）を除いた面積をいう。 

３ 建築物に太陽電池を設置した場合、その設置面積に２分の１を乗じて得た面積を緑 

地の面積に算入することができる。 

 

別表第 17（第 42条の２関係） 

１ 建築物の緑化基準 

建築物の区分 緑地の面積 樹木の植栽 

新築に係る建築物でその建築

面積が1,000平方メートル以上で

あるもの 

屋上の面積の20パーセ

ント以上とすること。 

樹木、竹又は芝その他の地被植

物で表面を被われていること。 

改築又は増築に係る建築物で

改築又は増築に係る部分の建築面

積が1,000平方メートル以上であ

るもの 

改築又は増築に係る部

分の屋上の面積の20パーセ

ント以上とすること。 

新築に係る建築物でその建築面

積が1,000平方メートル以上である

ものに係る基準によること。 

既設の建築物でその建築面積

が1,000平方メートル以上である

もの 

屋上の面積の20パーセ

ント以上となるよう努める

こと。 

新築に係る建築物でその建築面

積が1,000平方メートル以上である

ものに係る基準によること。 

備考 １ 「緑地の面積」、「屋上」及び「屋上の面積」とは、それぞれ別表第 15 の２の部の備 

考に規定するものをいう。 

２ 建築物に太陽電池を設置した場合、その設置面積の２分の１を乗じて得た面積を緑 

地の面積に算入することができる。 

３ 建築物の屋上、壁面、ベランダ等の緑地の面積について、建築物の緑化基準を満たす 

ことが困難な特段の理由がある場合は、当該建築物の屋上、壁面、ベランダ等において 

必要とされる緑地の面積のうち、緑化が困難な面積相当分は、建築物の敷地の同一面積 

の緑化をもって代えることができる。この場合において当該建築物の敷地の緑化をも 

って代える面積は、建築物の敷地において必要とされる緑地の面積には含まれないも 

のとする。 

４ 知事が定める二酸化炭素の排出の抑制に資する建築物の新築、改築又は増築を行っ 

た場合は、二酸化炭素の排出の抑制の量に応じて知事が別に定める区分に応じた面積 

を緑地の面積とみなすことができる。 

 

 

 



２ 建築物の敷地の緑化基準 

建築物の敷地の区分 緑地の面積 樹木の植栽 

住宅の敷地で敷地面積

が1,000平方メートル以

上のもの 

新築、改築又は増

築に係る建築物の

敷地の場合 

空地面積の 30

パーセント以上

とすること。 

次のいずれかの要件に該当す

る植栽を行うこと。 

(1) 10平方メートル当たり高

木が１本以上あること。 

(2) 20平方メートル当たり高

木が１本以上及び低木が20

本以上あること。 

(3) 低木、竹又は芝その他の

地被植物で表面が被われて

いること。 

既設の建築物の

敷地の場合 

空地面積の 10

パーセント以上

とすること。 

新築、改築又は増築に係る住

宅の敷地に係る基準によるこ

と。 

建築物（住宅、特定工場

等及び工場立地法第６条

第１項に規定する特定工

場を除く。）の敷地で敷地

面積が1,000平方メート

ル以上のもの 

新築、改築又は増

築に係る建築物の

敷地の場合 

空地面積の 50

パーセント以上

とすること。 

新築、改築又は増築に係る住

宅の敷地に係る基準によるこ

と。 

既設の建築物の

敷地の場合 

空地面積の 20

パーセント以上

とすること。 

新築、改築又は増築に係る住

宅の敷地に係る基準によるこ

と。 

備考 １ 「緑地の面積」、「高木」及び「低木」とは、それぞれ別表第 15の１の部の備考に規 

定するものをいう。 

２ 「空地面積」とは、敷地面積から当該敷地面積に建蔽率を乗じて得た面積を控除した 

面積をいう。 

３ 駐車区画の面積の 50パーセント以上を芝生等の地被植物で被うことにより緑化する 

ことができる工法により整備する駐車区画については、地被植物で被われていない部 

分を含めて駐車区画全体の面積を緑地の面積とみなす。 

４ 建築物の敷地に太陽電池を設置した場合、その設置面積に２分の１を乗じて得た面 

積を緑地の面積に算入することができる。ただし、緑地の面積に算入することができ 

る面積は、建築物の敷地の区分の欄に掲げる建築物の敷地の区分に応じ、それぞれ緑 

地の面積の欄に掲げる下限の面積の２分の１を上限とする。 

５ 建築物の敷地における緑地の面積について、建築物の敷地の緑化基準を満たすこと 

が困難な特段の理由がある場合は、当該建築物の敷地において必要とされる緑地の面 

積のうち、緑化が困難な面積相当分は、建築物の屋上、壁面、ベランダ等の同一面積の 

緑化をもって代えることができる。この場合において当該建築物の屋上、壁面、ベラン 

ダ等の緑化をもって代える面積は、建築物の屋上、壁面、ベランダ等において必要とさ 

れる緑地の面積には含まれないものとする。 

６ 次の表の左欄に掲げる建築物の敷地における緑地の面積について、備考５前段に定 

める方法によってもなお建築物の敷地の緑化基準を満たすことが困難な特段の理由が 



ある場合は、緑地の面積の欄中「空地面積の 50パーセント」とあるのは「備考６の表 

の左欄に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる面積」とし、備考２ 

中「敷地面積から当該敷地面積」とあるのは「敷地面積から備考６の表の左欄に掲げる 

建築物の区分に応じそれぞれ同表の中欄に掲げる建築物の敷地の部分の面積を控除し 

た面積（以下「控除後敷地面積」という。）から、当該控除後敷地面積」とする。 

建築物の区分 建築物の敷地の部分 緑地の面積の特例 

(1) 学校、社会福祉施設及び社

会教育施設 

屋外の運動場、園庭その他

の運動施設 

空地面積の50パーセント及び中

欄に掲げる建築物の敷地の部分の

面積の５パーセントの合計面積か

ら備考５の建築物の屋上、壁面、ベ

ランダ等の緑化をもって代える面

積を控除した面積 

(2) 道路交通法（昭和35年法律

第105号）第３条に規定する

大型自動車により輸送を行

う貨物の積卸し、荷さばき又

は保管を行う施設 

貨物の積卸し、荷さばき及

び保管を行う屋外の部分、当

該部分までの屋外通路並び

に大型自動車の屋外駐車場 

空地面積の50パーセントの面積

から備考５の建築物の屋上、壁面、

ベランダ等の緑化をもって代える

面積を控除した面積 

７ 知事が定める二酸化炭素の排出の抑制に資する建築物の新築、改築若しくは増築を 

行った場合又は設備を設置した場合は、二酸化炭素の排出の抑制の量に応じて知事が 

別に定める区分に応じた面積を緑地の面積とみなすことができる。ただし、緑地とみな 

すことができる面積は、建築物の敷地の区分の欄に掲げる建築物の敷地の区分に応じ、 

それぞれ緑地の面積の欄に掲げる下限の面積（１の部の備考４の規定により緑地とみ 

なすことができる面積がある場合は、当該面積を控除した面積）の２分の１を上限とす 

る。 


